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四
谷
法
人
会
主
催
　
特
別
講
演
会

会
社
に
元
気
・
活
気
・
勇
気
を

与
え
る
ト
ー
ク
術

　

～
ス
ポ
ー
ツ
現
場
に
学
ぶ
ペ
ッ
プ
ト
ー
ク
～
 

講
師
　
一
般
財
団
法
人
日
本
ペ
ッ
プ
ト
ー
ク
普
及
協
会

　
　
　
　
　
代
表
理
事
　
岩
崎
　
由
純 

氏

日
　
時　

令
和
６
年
２
月
14
日
（
水
）
午
後
２
時
30
分
～
４
時

会
　
場　

グ
ラ
ン
ド
ヒ
ル
市
ヶ
谷　

白
樺
西

参
加
者　

41
名

　

四
谷
法
人
会
公
益
事
業
委
員
会
主
催
の
特
別
講
演
会
を
令
和
６
年
２
月
14
日
に
開
催

し
ま
し
た
。　
　

　

一
般
財
団
法
人
日
本
ペ
ッ
プ
ト
ー
ク
普
及
協
会　

代
表
理
事
岩
崎
由
純
氏
を
お
迎
え

し
て
「
会
社
に
元
気
・
活
気
・
勇
気
を
与
え
る
ト
ー
ク
術
～
ス
ポ
ー
ツ
現
場
に
学
ぶ
ペ
ッ

プ
ト
ー
ク
～
」
と
題
し
て
ご
講
演
い
た
だ
き
ま
し
た
。

　

令
和
５
年
３
月
に
行
わ
れ
た
Ｗ
Ｂ
Ｃ
の
決
勝
前
に
、
ロ
ッ
カ
ー
ル
ー
ム
の
円
陣
で
大

谷
翔
平
選
手
が
「
僕
か
ら
は
一
個
だ
け
。
憧
れ
る
の
は
や
め
ま
し
ょ
う
」
と
切
り
出
し

た
声
出
し
が
有
名
に
な
り
ま
し
た
よ
う
に
チ
ー
ム
の
士
気
を
高
め
る
た
め
に
用
い
る
の

が
「
Ｐ
Ｅ
Ｐ　

Ｔ
Ａ
Ｌ
Ｋ
」
＝
激
励
演
説
・
応
援
演
説
で
す
。

　
「
ペ
ッ
プ
ト
ー
ク
と
は
」
か
ら
始
ま
り
、
実
例
を
交
え
な
が

ら
効
果
的
な
ペ
ッ
プ
ト
ー
ク
に
つ
い
て
お
話
が
あ
り
、
あ
な
た

は
本
気
で
誰
か
に
「
あ
り
が
と
う
」
と
い
っ
た
こ
と
が
あ
り
ま

す
か
？
で
締
め
ら
れ
ま
し
た
。

　

思
い
当
た
る
こ
と
ば
か
り
。
前
向
き
な
思
考
、
言
葉
の
大

事
さ
を
改
め
て
感
じ
た
講
演
で
し
た
。
岩
﨑
先
生
あ
り
が
と

う
ご
ざ
い
ま
し
た
。
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地
域
社
会
と
四
谷
法
人
会
の
活
動

　
公
益
社
団
法
人
四
谷
法
人
会
は
、
税
を
巡
る
諸
環
境
の
整
備
改
善
を
図
る
た
め
の
事
業
、
地
域
の
経

済
社
会
環
境
の
整
備
改
善
等
を
図
る
た
め
の
事
業
、
会
員
の
た
め
の
福
利
厚
生
事
業
や
会
員
相
互
の
親

睦
・
異
業
種
交
流
に
関
す
る
事
業
な
ど
多
岐
に
わ
た
る
活
動
を
行
な
っ
て
い
ま
す
。

　
そ
の
中
に
は
会
員
対
象
の
行
事
・
活
動
だ
け
で
な
く
、
地
域
の
皆
様
を
対
象
と
し
た
講
演
会
等
の
開
催

や
地
域
の
団
体
が
主
催
す
る
行
事
へ
の
協
賛
、
後
援
や

行
事
に
参
加
し
て
地
域
社
会
の
活
性
化
や
社
会
活
動

に
貢
献
を
目
指
す
活
動
も
あ
り
ま
す
。

　
新
宿
シ
テ
ィ
ハ
ー
フ
マ
ラ
ソ
ン
で
は
、
毎
回
青
年
部

会
か
ら
大
勢
が
参
加
す
る
と
と
も
に
、
ゼ
ッ
ケ
ン
ス
ポ

ン
サ
ー
と
し
て
大
会
を
盛
り
上
げ
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
女
性
部
会
の
「
税
に
関
す
る
絵
は
が
き
コ

ン
ク
ー
ル
」
は
多
く
の
応
募
で
開
催
さ
れ
、
受
賞
作

は
四
谷
税
務
署
や
新
宿
区
役
所
、
地
域
セ
ン
タ
ー
で

展
示
、
管
内
小
学
校
で
は
表
彰
式
を
実
施
し
ま
し
た
。

　
青
年
部
会
は
毎
年
、
管
内
小
中
学
校
へ
の
租
税
教

育
用
の
下
敷
を
配
布
し
（
前
号
参
照
）、
租
税
教
育
の

一
端
を
担
っ
て
い
ま
す
。

　
会
員
の
皆
様
だ
け
で
な
く
、
入
会
を
検
討
さ
れ
て

い
る
方
、
地
域
の
皆
様
も
ご
興
味
の
あ
る
活
動
に
参

加
さ
れ
て
み
て
は
い
か
が
で
し
ょ
う
か
。
皆
様
そ
れ

ぞ
れ
に
あ
っ
た
四
谷
法
人
会
の
行
事
、
活
動
が
見
つ

か
る
と
思
い
ま
す
。
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第 21 回新宿シティハーフマラソン
〜四谷法人会はゼッケンスポンサーとして協力〜

日　時　令和 6 年 1 月 28 日（日）
会　場　国立競技場
参加者　26 名（ハーフマラソン 14 名、10km12 名）

　令和 6 年 1 月 28 日、第 21 回新宿シティハーフマ
ラソン・区民健康マラソン（主催：新宿シティマハー
フラソン・区民健康マラソン実行委員会ほか）が開
催され、快晴のもと 1 万人を超えるランナーが新宿
の街を走り抜けました。
　吉住新宿区長の号砲で国立競技場をスタートし、
御苑トンネルをくぐり、名所神楽坂を駆け上がり、国立競技場に
ゴールするハーフマラソンのほか、10km、３km、２km の各部門
など、多彩な内容で開催されました。
　四谷法人会からは、青年部会を中心に合計 26 名（ハーフマラソン
14 名、10km12 名）が四谷法人会のビブスを着用して出場しました。
　また、四谷税務署からも尾部署長はじめ職員の方が３km、
10km などの部に参加されました。
　四谷法人会は今年も３km の部のゼッケンスポンサーとして大
会に協力いたしました。
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【特集】 地域と四谷法人会

余丁町小学校　令和５年 11月６日

応募作品の展示
新宿区役所（上）
箪笥区民センター（下左）
四谷区民センター（下右）

鶴巻小学校　令和５年 11月 13日

津久戸小学校　令和５年 11月６日

令和 5 年度「税に関する絵はがきコンクール」表彰式
　前号（202 号）でご紹介しました令和５年度「税に関する絵はが
きコンクール」の表彰式が新宿区立の各小学校で行なわれました。
　受賞された皆様おめでとうございます。
　また、ご協力いただきました関係各位に改めて御礼申し上げます。

牛込仲之小学校　令和５年11月27日

江戸川小学校令和５年 11月 13日

四谷小学校　令和５年 11月 20日

愛日小学校　令和５年 11月８日

四谷第六小学校　令和５年11月21日

東戸山小学校　令和５年 11月 27日

市谷小学校　令和５年 12月 11日

富久小学校　令和５年 12月４日

応募作品の展示　四谷税務署
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政
府
は
、令
和
５
年
12
月
22
日
に
令
和
６
年
度
税
制
改
正
大
綱
を
閣
議
決
定
し
ま
し
た
。

法
人
会
が
提
言
し
て
い
た
交
際
費
課
税
の
特
例
の
延
長
や
、損
金
不
算
入
と
な
る
交
際
費
か
ら
除
外
さ
れ

る
飲
食
費
等
の
額
が
引
き
上
げ
ら
れ
ま
し
た
。ま
た
、賃
上
げ
税
制
を
強
化
し
、あ
わ
せ
て
１
人
４
万
円
の

定
額
減
税
を
実
施
す
る
こ
と
で
、法
人
と
個
人
の
税
制
両
面
か
ら
、物
価
上
昇
に
対
す
る
国
民
負
担
の
緩
和

を
目
指
す
改
正
と
な
り
ま
し
た
。主
な
内
容
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

⑴
交
際
費
等
の
損
金
不
算
入
制
度
の
延
長
と
改
正

　
交
際
費
の
損
金
不
算
入
制
度
の
適
用
制

限
に
つ
い
て
は
、令
和
９
年
３
月
ま
で
に
開

始
す
る
事
業
年
度
ま
で
延
長
さ
れ
、損
金
不

算
入
と
な
る
交
際
費
か
ら
除
外
さ
れ
る
飲

食
費
等
の
額
が
、１
人
当
た
り
1
0
，

0
0
0
円（
現
行
は
5
，0
0
0
円
）以
下
の

飲
食
費
等
に
引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
。令
和
6

年
4
月
1
日
以
後
に
支
出
す
る
飲
食
費
か

ら
適
用
に
な
り
ま
す
。中
小
企
業
特
例
が
利

用
で
き
な
い
会
社
で
は
、社
内
規
程
の
見
直

し
、従
業
員
へ
の
周
知
徹
底
な
ど
有
効
に
利

用
し
て
い
く
べ
き
で
す
。中
小
法
人
に
つ
い

て
は
、従
来
通
り
年
間
8
0
0
万
円
ま
で
損

金
算
入
が
可
能
で
す
。

⑵
賃
上
げ
税
制

　
構
造
的
な
賃
上
げ
を
実
現
す
る
た
め
の

施
策
と
し
て
、
給
与
等
の
支
給
額
を
増
加

し
た
場
合
の
税
額
控
除
制
度
に
つ
い
て
適

用
期
限
が
3
年
間
延
長
さ
れ
ま
す
。
①
原

則
的
な
ル
ー
ル
、
②
従
業
員
数
2
，

0
0
0
人
以
下
の
法
人
向
け
ル
ー
ル
、
③

中
小
企
業
向
け
ル
ー
ル
の
3
階
建
て
の
構

造
に
な
っ
て
い
ま
す
。

①
原
則
的
な
ル
ー
ル

税
額
控
除
率
を
継
続
雇
用
者
給
与
総
額
の

増
加
率
に
応
じ
て
、
控
除
率
を
変
動
さ
せ

た
う
え
で
、
教
育
訓
練
費
の
増
加
率
や
女

性
活
躍
・
子
育
て
支
援
の
実
施
に
よ
り
税

額
控
除
率
が
上
乗
せ
さ
れ
ま
す
。

※
女
性
活
躍
支
援
は
プ
ラ
チ
ナ
え
る
ぼ
し
、

子
育
て
支
援
は
プ
ラ
チ
ナ
く
る
み
ん
が

要
件

②
従
業
員
数
2
，0
0
0
人
以
下
の
法
人
向

け
ル
ー
ル

青
色
申
告
書
を
提
出
す
る
法
人
で
常
時
使

用
す
る
従
業
員
数
が
2
，0
0
0
人
以
下
の

場
合
は
、
継
続
雇
用
者
給
与
総
額
の
増
加

率
に
応
じ
て
次
の
よ
う
な
控
除
率
と
な
り

ま
す
。
た
だ
し
、
そ
の
法
人
と
支
配
関
係
が

あ
る
法
人
を
合
わ
せ
て
常
時
使
用
す
る
従
業

員
数
が
1
0
，0
0
0
人
を
超
え
る
法
人
は
、

原
則
的
な
ル
ー
ル
の
適
用
に
な
り
ま
す
。

※
女
性
活
躍
支
援
は
え
る
ぼ
し
3
段
階
目

以
上
、
子
育
て
支
援
は
プ
ラ
チ
ナ
く
る

み
ん
が
要
件

③
中
小
企
業
向
け
ル
ー
ル

　
資
本
金
1
億
円
以
下
の
中
小
企
業
向
け

の
措
置
に
つ
い
て
は
、次
の
通
り
で
控
除
限

度
額
は
5
年
間
繰
越
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

※
女
性
活
躍
支
援
は
え
る
ぼ
し
2
段
階
目

以
上
、
子
育
て
支
援
は
く
る
み
ん
認
定

が
要
件

上
記
の
グ
ル
ー
プ
ご
と
に
要
件
が
順
次
緩

和
さ
れ
て
い
ま
す
が
、②
を
適
用
可
能
な
企

業
が
、①
を
適
用
し
た
方
が
有
利
な
場
合
、

①
の
適
用
が
可
能
で
す
。令
和
6
年
4
月
1

日
以
後
開
始
す
る
各
事
業
年
度
に
適
用
さ

れ
ま
す
。

⑶
戦
略
分
野
国
内
生
産
促
進
税
制
の
創
設

　
産
業
競
争
力
強
化
法
の
改
正
を
前
提
に
、

青
色
申
告
法
人
が
令
和
9
年
3
月
末
ま
で

に
、認
定
事
業
適
応
事
業
者
と
し
て
そ
の
事

業
適
応
計
画
に
記
載
さ
れ
た
設
備
の
新
設

又
は
増
設
に
係
る
機
械
そ
の
他
の
減
価
償

却
資
産
を
取
得
し
、国
内
に
あ
る
事
業
の

用
に
供
し
た
時
は
、そ
の
認
定
日
以
後
10
年

以
内
の
各
事
業
年
度
に
お
い
て
税
額
控
除

が
受
け
ら
れ
る
制
度
が
創
設
さ
れ
ま
す
。

⑷
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
ボ
ッ
ク
ス
税
制
の
創
設

　
日
本
で
は
従
来
か
ら
研
究
開
発
費
税
制
と

し
て
、入
口
の
投
資
額
に
税
制
上
の
特
典
を

与
え
て
い
ま
し
た
。イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
ボ
ッ
ク

ス
課
税
は
特
許
権
譲
渡
等
の
取
引
に
よ
る
所

得
、つ
ま
り
出
口
に
対
し
て
税
負
担
を
軽
減
す

る
制
度
で
す
。

　
青
色
申
告
法
人
が
、令
和
7
年
4
月
か

ら
令
和
14
年
3
月
ま
で
に
開
始
す
る
事
業

年
度
に
、居
住
者
又
は
内
国
法
人
に
対
す
る

特
定
特
許
権
の
譲
渡
又
は
他
の
者
に
対
す

る
特
定
特
許
権
の
貸
付
を
行
っ
た
場
合
は
、

①
特
許
権
譲
渡
等
取
引
に
係
る
所
得
金
額

に
対
す
る
適
格
研
究
開
発
費
割
合
又
は
②

当
期
所
得
金
額
の
い
ず
れ
か
少
な
い
金
額

の
30
％
を
損
金
算
入
可
能
で
す
。

⑸
法
人
が
有
す
る
市
場
暗
号
資
産
の
期
末
に

　お
け
る
評
価

　
法
人
が
有
す
る
市
場
暗
号
資
産
に
該
当

す
る
暗
号
資
産
で
譲
渡
に
つ
い
て
の
制
限

そ
の
他
の
条
件
が
付
さ
れ
て
い
る
暗
号
資

産
の
期
末
に
お
け
る
評
価
額
は
、①
原
価
法

か
②
時
価
法
の
う
ち
、法
人
の
選
定
し
た
評

価
方
法
に
よ
り
ま
す
。

⑹
外
形
標
準
課
税

　
外
形
標
準
課
税
の
対
象
法
人
に
つ
い
て
、

資
本
金
又
は
出
資
金
１
億
円
超
と
す
る
基

準
は
維
持
さ
れ
ま
す
。た
だ
し
、当
分
の
間
、

そ
の
事
業
年
度
の
前
事
業
年
度
に
外
形
標

準
課
税
の
対
象
法
人
だ
っ
た
場
合
は
、そ
の

事
業
年
度
に
資
本
金
１
億
円
以
下
で
、資
本

金
と
資
本
剰
余
金
の
合
計
額
が
１０
億
円
を

超
え
る
場
合
に
は
、外
形
標
準
課
税
の
対
象

と
さ
れ
ま
す
。な
お
、施
行
日
以
後
最
初
に

開
始
す
る
事
業
年
度
に
つ
い
て
は
、公
布
日

を
含
む
事
業
年
度
の
前
事
業
年
度
に
外
形

標
準
課
税
の
対
象
法
人
で
、そ
の
施
行
日
以

後
最
初
に
開
始
す
る
事
業
年
度
に
資
本
金

１
億
円
以
下
で
、資
本
金
と
資
本
剰
余
金
の

合
計
額
が
10
億
円
を
超
え
る
場
合
は
、外
形

標
準
課
税
の
対
象
と
さ
れ
ま
す
。施
行
日
は
、

令
和
７
年
４
月
１
日
で
す
。

⑺
倒
産
防
止
共
済
の
損
金
算
入
の
制
限

　
独
立
行
政
法
人
中
小
企
業
基
盤
機
構
が

行
う
中
小
企
業
倒
産
防
止
共
済
に
に
つ
い

て
、共
済
契
約
の
解
除
が
あ
っ
た
後
、共
済

契
約
を
締
結
し
た
場
合
に
は
、そ
の
解
除
の

日
か
ら
同
日
以
後
２
年
を
経
過
す
る
日
ま

で
の
間
に
支
出
す
る
そ
の
共
済
契
約
に
係

る
掛
け
金
に
つ
い
て
は
損
金
算
入
で
き
ま
せ

ん
。令
和
６
年
10
月
以
後
の
共
済
契
約
の
解

除
に
つ
い
て
適
用
さ
れ
ま
す
。

⑴
事
業
承
継
税
制
の
改
正

　
事
業
承
継
税
制
に
つ
い
て
、特
例
承
継
計

画
等
の
提
出
期
限
が
令
和
6
年
3
月
31
日

か
ら
令
和
8
年
3
月
31
日
ま
で
、2
年
間
延

長
さ
れ
ま
す
。事
業
承
継
税
制
の
特
例
贈
与

の
適
用
期
限
は
、従
来
通
り
で
す
。

⑵
住
宅
取
得
資
金
に
か
か
る
贈
与
税
の
非
課

　税
制
度
の
延
長

　
直
系
尊
属
か
ら
の
住
宅
取
得
資
金
の
贈
与

税
の
非
課
税
措
置
に
つ
い
て
、令
和
8
年
12

月
ま
で
3
年
間
延
長
さ
れ
ま
す
。上
乗
せ
措

置
の
対
象
と
な
る
省
エ
ネ
等
住
宅
の
省
エ
ネ

性
能
に
つ
い
て
、要
件
変
更
が
行
わ
れ
ま
す
。

　
な
お
、耐
震
性
能
、高
齢
者
等
配
慮
対
策

等
級
等
に
つ
い
て
変
更
は
あ
り
ま
せ
ん
。ま

た
、非
課
税
限
度
額
に
も
変
更
が
な
く
、省

エ
ネ
等
住
宅
で
あ
れ
ば
1
，0
0
0
万
円
ま

で
、そ
れ
以
外
の
住
宅
で
あ
れ
ば
5
0
0
万

円
ま
で
と
さ
れ
て
い
ま
す
。令
和
6
年
1
月

1
日
以
後
の
贈
与
か
ら
適
用
さ
れ
ま
す
。

⑴
定
額
減
税

　
令
和
６
年
度
分
の
所
得
税
に
つ
い
て
３
万

円
、令
和
６
年
度
分
の
住
民
税
に
つ
い
て
１

万
円
、結
果
と
し
て
1
人
当
た
り
4
万
円
の

定
額
減
税
が
実
施
さ
れ
ま
す
。た
だ
し
、合

計
所
得
金
額
が
1
，8
0
5
万
円
を
超
え
る

場
合
に
は
適
用
さ
れ
ま
せ
ん
。な
お
、定
額
減

税
は
、同
一
生
計
配
偶
者
や
扶
養
親
族
も
対

象
と
な
る
の
で
、配
偶
者
と
子
供
が
2
人
の

場
合
は
、4
人
分
と
し
て
16
万
円
の
減
税
額

に
な
り
ま
す
。最
短
で
6
月
以
降
の
所
得
税

と
住
民
税
か
ら
減
額
さ
れ
ま
す
。

⑵
適
格
ス
ト
ッ
ク
オ
プ
シ
ョ
ン
税
制
の
改
正

①
適
格
ス
ト
ッ
ク
オ
プ
シ
ョ
ン
契
約
の
権
利

行
使
に
よ
り
交
付
さ
れ
る
譲
渡
制
限
株
式
の

管
理
等
に
関
す
る
契
約
に
従
っ
て
、そ
の
株

式
会
社
に
お
い
て
当
該
株
式
が
管
理
等
さ
れ

る
場
合
に
は
、金
融
商
品
取
引
業
者
等
の
営

業
所
等
に
保
管
の
委
託
等
を
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
と
の
要
件
が
不
要
と
さ
れ
ま
す
。

②
年
間
の
新
株
予
約
権
の
行
使
に
係
る
権

利
行
使
価
額
の
限
度
額
に
つ
い
て
、次
の
と

お
り
と
さ
れ
ま
す
。

　
イ
設
立
以
後
5
年
未
満
の
株
式
会
社
が

付
与
す
る
新
株
予
約
権
に
つ
い
て
は
、

1
，2
0
0
万
円
か
ら
2
，4
0
0
万

円
に
引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
。

　
ロ
設
立
後
5
年
以
上
20
年
未
満
の
上
場

会
社
の
株
式
で
、上
場
後
5
年
未
満
で

あ
る
株
式
会
社
が
付
与
す
る
新
株
予

約
権
に
つ
い
て
は
、1
，2
0
0
万
円
か

ら
3
，6
0
0
万
円
に
引
き
上
げ
ら
れ

ま
す
。

③
中
小
企
業
等
経
営
強
化
施
行
規
則
の
改

正
を
前
提
と
し
て
、適
用
対
象
と
な
る
特
定

従
事
者
に
係
る
要
件
が
緩
和
さ
れ
ま
す
。

④
権
利
者
が
予
約
券
に
係
る
付
与
決
議
の

日
に
お
い
て
そ
の
新
株
予
約
権
の
行
使
に

係
る
株
式
会
社
の
大
口
株
主
等
に
該
当
し

な
か
っ
た
こ
と
を
誓
約
す
る
書
面
等
に
つ
い

て
、電
磁
的
記
録
で
提
供
で
き
る
こ
と
に
な

り
ま
す
。

⑶
エ
ン
ジ
ェ
ル
税
制
の
改
正

　
エ
ン
ジ
ェ
ル
税
制
が
利
用
で
き
る
投
資
に

つ
い
て
、一
定
の
要
件
を
満
た
す
ス
ト
ッ
ク

オ
プ
シ
ョ
ン
に
よ
る
投
資
及
び
中
小
企
業
等

経
営
強
化
法
施
行
規
則
の
改
正
を
前
提
と

す
る
一
定
の
信
託
を
通
じ
た
株
式
の
取
得

が
含
ま
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

⑷
住
宅
ロ
ー
ン
減
税
の
改
正

　
認
定
住
宅
等
を
取
得
し
て
令
和
6
年
中

に
居
住
の
用
に
供
し
た
場
合
の
住
宅
ロ
ー

ン
減
税
に
つ
い
て
、次
の
要
件
に
該
当
す
る

者
を
子
育
て
特
例
対
象
個
人
と
し
て
借
入

限
度
額
が
上
乗
せ
さ
れ
ま
す
。

①
40
歳
未
満
で
あ
っ
て
配
偶
者
を
有
す
る
者

②
40
歳
未
満
の
配
偶
者
を
有
す
る
者
又
は

年
齢
19
歳
未
満
の
扶
養
家
族
を
有
す
る
者

　
ま
た
、40
平
米
以
上
の
床
面
積
要
件
の
緩

和
措
置
は
、令
和
6
年
中
に
建
築
確
認
を
受

け
た
家
屋
に
つ
い
て
適
用
期
間
が
1
年
間

延
長
さ
れ
ま
す
。

⑸
既
存
住
宅
の
リ
フ
ォ
ー
ム
に
係
る
税
額
控
除

　
既
存
住
宅
に
係
る
特
定
の
改
修
工
事
を

し
た
場
合
の
特
別
控
除
は
、子
育
て
特
例
対

象
個
人
が
、そ
の
者
の
所
有
す
る
居
住
用
の

家
屋
に
つ
い
て
一
定
の
子
育
て
対
応
改
修

工
事
を
し
て
、令
和
6
年
4
月
か
ら
12
月
ま

で
の
間
に
居
住
の
用
に
供
し
た
場
合
を
適

用
対
象
と
な
り
ま
す
。子
育
て
対
応
改
修
工

事
と
は
、①
住
宅
内
に
お
け
る
子
ど
も
の
事

故
を
防
止
す
る
た
め
の
工
事
、②
対
面
式

キ
ッ
チ
ン
へ
の
交
換
工
事
、③
開
口
部
の
防

犯
性
を
高
め
る
工
事
、④
収
納
設
備
を
増
設

す
る
工
事
、⑤
開
口
部・界
壁・床
の
防
音
性

を
高
め
る
工
事
、⑥
一
定
の
間
取
り
変
更
工

事
で
す
。子
育
て
対
応
改
修
工
事
に
係
る
標

準
的
な
工
事
費
用
相
当
額（
2
5
0
万
円
を

限
度
）の
10
％
に
相
当
す
る
金
額
が
控
除
額

と
な
り
ま
す
。

　
な
お
、従
来
の
既
存
住
宅
に
係
る
特
定
の

改
修
工
事
を
し
た
場
合
の
特
別
控
除
に
つ

い
て
は
、適
用
対
象
者
の
合
計
所
得
金
額
要

件
を
2
，0
0
0
万
円
以
下
に
引
き
下
げ
て
、

そ
の
適
用
期
限
を
2
年
間
延
長
し
ま
す
。

土
地
に
係
る
固
定
資
産
税
等
の
負
担
調
整
措
置

　
宅
地
等
及
び
農
地
の
負
担
調
整
措
置
に

つ
い
て
は
、令
和
6
年
度
か
ら
令
和
8
年
度

ま
で
の
間
、現
行
の
負
担
調
整
措
置
の
仕
組

み
が
継
続
さ
れ
ま
す
。

⑴
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
課
税
の
導
入

　
国
外
事
業
者
が
デ
ジ
タ
ル
プ
ラ
ッ
ト

フ
ォ
ー
ム
を
介
し
て
行
う
一
般
向
け
電
気

通
信
利
用
役
務
の
提
供
の
う
ち
、指
定
を
受

け
た
特
定
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
事
業
者
を
介

し
て
対
価
を
収
受
す
る
も
の
に
つ
い
て
は
、

特
定
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
事
業
者
が
行
っ
た

も
の
と
み
な
さ
れ
ま
す
。令
和
７
年
４
月
以

後
に
行
わ
れ
る
電
気
通
信
利
用
役
務
の
提

供
に
つ
い
て
適
用
さ
れ
ま
す
。

⑵
国
外
事
業
者
に
対
す
る
事
業
者
免
税
点
制

　度
の
見
直
し

①
特
定
期
間
に
お
け
る
課
税
売
上
高
に
よ
る

納
税
義
務
の
免
除
の
特
例
に
つ
い
て
、売
上

高
の
代
替
と
し
て
給
与
支
払
額
に
よ
る
判
定

の
対
象
か
ら
国
外
事
業
者
が
除
外
さ
れ
ま
す
。

②
新
規
設
立
法
人
に
対
す
る
納
税
義
務
の

免
除
の
特
例
に
つ
い
て
、外
国
法
人
は
基
準

期
間
を
有
し
た
と
し
て
も
、国
内
に
お
け
る

事
業
の
開
始
時
に
、新
規
設
立
法
人
と
し
て

判
定
が
行
わ
れ
ま
す
。

③
特
定
新
規
設
立
法
人
に
対
す
る
納
税
義

務
の
免
除
の
特
例
に
つ
い
て
、特
定
新
規
設

立
法
人
の
範
囲
に
、そ
の
事
業
者
の
国
外
分

を
含
む
収
入
金
額
が
50
億
円
超
で
あ
る
者

が
直
接
又
は
間
接
に
支
配
す
る
法
人
を
設

立
し
た
場
合
に
そ
の
法
人
が
加
え
ら
れ
ま

す
。基
準
期
間
を
有
し
た
と
し
て
も
、国
内

に
お
け
る
事
業
の
開
始
時
に
、特
定
新
規
設

立
法
人
と
し
て
判
定
が
行
わ
れ
ま
す
。令
和

6
年
10
月
1
日
以
後
に
開
始
す
る
課
税
期

間
か
ら
適
用
さ
れ
ま
す
。

⑶
国
外
事
業
者
に
対
す
る
簡
易
課
税
制
度
等

　の
見
直
し

　
課
税
期
間
の
初
日
に
お
い
て
Ｐ
Ｅ
を
有
し

な
い
国
外
事
業
者
に
つ
い
て
は
、簡
易
課
税

制
度
の
適
用
を
認
め
な
い
こ
と
に
な
り
ま
す
。

ま
た
、適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
と
な
る
際

の
2
割
特
例
に
つ
い
て
も
利
用
で
き
な
い
こ

と
と
さ
れ
ま
す
。令
和
6
年
10
月
1
日
以
後

に
開
始
す
る
課
税
期
間
か
ら
適
用
さ
れ
ま
す
。

⑷
高
額
特
定
資
産
の
見
直
し

　
高
額
資
産
を
取
得
し
た
場
合
の
事
業
者

免
税
点
制
度
及
び
簡
易
課
税
制
度
の
適
用

を
制
限
す
る
措
置
の
対
象
に
、そ
の
課
税
期

間
に
取
得
し
た
金
又
は
白
金
の
地
金
等
の

額
の
合
計
額
が
2
0
0
万
円
あ
る
場
合
が

加
え
ら
れ
ま
す
。令
和
6
年
4
月
1
日
以
後

の
仕
入
れ
分
か
ら
適
用
さ
れ
ま
す
。

⑸
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
以
外
の
者
か
ら

　行
っ
た
課
税
仕
入
れ

　
１
件
の
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
以
外

の
者
か
ら
の
課
税
仕
入
れ
の
合
計
額
が
そ

の
年
又
は
そ
の
事
業
年
度
で
10
億
円
を
超

え
る
場
合
は
、そ
の
超
え
た
部
分
の
課
税
仕

入
れ
に
つ
い
て
80
％
の
経
過
措
置
は
認
め
な

い
こ
と
と
さ
れ
ま
す
。令
和
6
年
10
月
1
日

以
後
に
開
始
す
る
課
税
期
間
か
ら
適
用
さ

れ
ま
す
。

⑹
自
動
販
売
機
特
例
の
住
所
の
記
載

　
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
で
帳
簿
へ
の
記
載
を
要

件
と
し
て
い
た
自
動
販
売
機
特
例
に
つ
い
て

は
、帳
簿
へ
の
住
所
等
の
記
載
が
不
要
と
さ

れ
ま
し
た
。令
和
5
年
10
月
1
日
以
後
に
行

わ
れ
る
帳
簿
の
記
載
に
つ
い
て
、運
用
上
記

載
が
な
く
て
も
改
め
て
求
め
な
い
も
の
と
さ

れ
ま
す
。

法
人
税
関
係

相
続
税・贈
与
税
関
係

所
得
税
関
係

資
産
税
関
係

消
費
税
関
係

東
京
法
人
会
連
合
会

☆
記
事
内
容
に
つ
い
て
の
お
問
合
せ
は…

Ｔ
Ｉ
Ｓ
税
理
士
法
人

税
理
士
　
飯
田 

聡一郎

TEL 

０
３‒

５
３
６
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５
９
５
８

FAX 

０
３‒

５
３
６
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５
４
４
９

HP http://w
w
w
.iida-office.jp/

〜
法
人
に
は
朗
報
！
交
際
費
か
ら
除
外
さ
れ
る
飲
食
費
等
の
金
額
が

　
　
　
　
　
　
　
　
　
5
，0
0
0
円
か
ら
1
0
，0
0
0
円
に
倍
増
〜

令
和
６
年
度 

税
制
改
正
大
綱

－

法
人
会
の
税
制
改
正
提
言

－

３％以上
4％以上
5％以上
7％以上
10％
15％
20％
25％

上乗せ5％

上乗せ5％

継続雇用者
給与総額

控除率

教育訓練費
10％超

女性活躍・
子育て支援

・
断
熱
等
性
能
等
級
4
以
上
又
は

　
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
等
級
4
以
上

・
断
熱
等
性
能
等
級
5
以
上
か
つ

　
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
等
級
6
以
上

子育て特例
対象個人

5,000万円

4,500万円

4,000万円

その他

4,500万円

3,500万円

3,000万円

認定住宅

ＺＥＨ水準
省エネ住宅

省エネ基準
適合住宅

３％以上

4％以上

10％

20％

上乗せ5％

上乗せ5％

継続雇用者
給与総額

控除率

教育訓練費
10％超

女性活躍・
子育て支援

1.5％以上

2.5％以上

15％

30％

上乗せ5％

上乗せ5％

雇用者
給与総額

控除率

教育訓練費
10％超

女性活躍・
子育て支援

改正前 改正後


